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当社では「岩手県内企業景況調査」を実施し、県内企業の業況等の現状判断や売上高等の実
績のほか、それらの先行きについてのアンケート結果からＢＳＩ（※）を算出した。

調査要領は以下のとおりである。

≪調査結果の要約≫
〇　県内企業における業況判断ＢＳＩの現状判断（2025年１月時点）は、前回調査（24年

10月、マイナス39.3）から13.7ポイント（以下、ｐ）上昇のマイナス25.6と６期ぶりの改
善となった。

〇　物価の高騰や人件費の増加などによるコスト負担の上昇が続いているものの、全体と
して人手不足感がやや弱まったほか、企業の収益環境は改善が示されたことなどから景
況感は持ち直しの動きにつながったとみられる。

〇　今後３カ月間の先行きの業況判断ＢＳＩはマイナス40.6と現状から15.0ｐ悪化する見
通しで、産業別では製造業と非製造業のいずれも現状を下回ると予想される。

〇　雇用人員ＢＳＩの現状判断は前回（マイナス40.4）から3.8ｐ上昇のマイナス36.2となっ
た。２期ぶりに不足感が弱まったものの、ＢＳＩのマイナス幅は依然として大きく、また、
経営上の問題点の内容と照らし合わせてみても引き続き企業の人手不足感が強い状況と
なっている。

〇　先行きの雇用人員ＢＳＩはマイナス36.2と現状と同程度の不足感が続くとみられる。
〇　経営上の問題点については、「原材料・仕入価格の上昇」が最も高く66.3％となり、次

いで「人件費の増加」が64.4％、「従業員の確保難」が46.9％などとなり、原材料や人件
費などのコストの上昇が経営の重しとして顕著に表れていると言えよう。

〇　25年度の新規採用について、採用者を「決定済」とした割合が23.7％、採用の「予定
あり」は30.8％、「予定なし」が21.2％などとなった。「決定済」と「予定あり」を合わせた
割合は54.5％となり前向きな姿勢が見られるものの、前述のように人手不足感は根強く、
企業の採用意欲は底堅い一方、人員の確保には苦慮している状況にあることが分かる。

調査要領
１．調査内容
（１ ）県内企業の業況や雇用人員等の現状判断（2025年１月時点）と今後３カ月間の先行きに対する判断、

前年同期と比較した24年10～12月期の売上高等の実績と25年１～３月期の見通し
（２）経営上の問題点
（３）新規採用の動向
２．調査時期・方法

25年１月・Ｗｅｂ、郵送
３．調査対象企業

県内企業336社
４．回収状況
（１）回収率　47.6％（160社）
（２）回答企業数　製造業 51社

非製造業 109社 （建設業26、卸・小売業56、運輸・サービス業27）

※ＢＳＩ（Business Survey Index：景況判断指数）
企業の業績等に関する判断を指標化したもので、「プラス（良い、過剰、増加、上昇等）」と回答した企業の割合から、「マ
イナス（悪い、不足、減少、低下等）」と回答した割合を差し引いた値

岩手県内企業景況調査
～２０２５年１月調査～
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１．業況判断

（１）現状判断
現状（2025年１月

時点）の業況を「良

い」と回答した県内企

業の割合は前回（24

年10月）調査比6.2ポ

イント（以下、ｐ）増

の10.0％となり、「 悪

い」は同7.5ｐ減の35.6 

％となったことから、業況判断ＢＳＩ（「良い」−「悪い」）の現状判断は前回（マイナス39.3）

から13.7ｐ上昇のマイナス25.6と６期ぶりの改善となった（図表１、２）。
産業別にみると、製造業は同14.8ｐ上昇のマイナス23.5、非製造業も同13.2ｐ上昇のマイ

ナス26.6といずれも二桁台の改善となった。また、非製造業では３業種全てで前回調査を

上回り、特に卸・小売業と運輸・サービス業でマイナス幅が大きく縮小した。

今回調査では、物価の高騰や人件費の増加などによるコスト負担の上昇が続いているも

のの、全体として人手不足感がやや弱まったほか、企業の収益環境は改善が示されたこと

などから景況感は持ち直しの動きにつながったとみられる。

（２）先行き
今後３カ月間の業況を「良い」とした割合は現状比6.2ｐ減の3.8％となり、「悪い」は同8.8

ｐ増の44.4％となったことから、先行きの業況判断ＢＳＩはマイナス40.6と現状から15.0

ｐ悪化する見通しである。

図表２　業況判断ＢＳＩの推移（全産業）
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注　１．「悪い」の割合は下方向に表示している 
２．現状判断の長期時系列（2004年４月調査以降）は10ページ参考１を参照

図表１　業況判断ＢＳＩ
（「良い」−「悪い」・ポイント）

調査年月

産業（業種）

現　状　判　断 先行き

2024年
10月調査

25年
１月調査

今後
３カ月間（先行き）

全 産 業 △� 39.3 （△� 31.3） △� 25.6 □ △� 40.6 ■

製 造 業 △� 38.3 （△� 10.6） △� 23.5 □ △� 41.2 ■

非 製 造 業 △� 39.8 （△� 39.8） △� 26.6 □ △� 40.3 ■

建 設 業 △� 36.0 （△�60.0） △� 30.8 □ △� 53.9 ■

卸 ・ 小 売 業 △� 39.7 （△�34.5） △� 25.0 □ △� 41.0 ■

運輸・サービス業 △� 43.3 （△�33.4） △� 25.9 □ △� 25.9 −

「□」はＢＳＩの上昇、「■」は低下、「－」は横ばいを示す（以下同）
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産業別では、製造業は同17.7ｐ低下のマイナス41.2と悪化するとみられる。また、非製

造業も同13.7ｐ低下のマイナス40.3と運輸・サービス業が横ばいで推移するものの、建設

業と卸・小売業は現状を下回ると予想される。

２．雇用人員

（１）現状判断
現状（2025年１月時点）の

雇用人員を「過剰」と回答し

た割合は前回調査比0.6ｐ減の

4.4％となり、「不足」は同4.4ｐ

減の40.6％となったことから、

雇用人員ＢＳＩ（「過剰」−「不

足」）の現状判断は前回（マイ

ナス40.0）から3.8ｐ上昇のマイナス36.2となった（図表３、４）。２期ぶりに不足感が弱まっ

たものの、ＢＳＩのマイナス幅は依然として大きく、また、後述する「５．経営上の問題点」
の内容と照らし合わせてみても引き続き企業の人手不足感が強い状況となっている。

産業別では製造業は同2.5ｐ低下のマイナス21.6と不足感が強まった。一方、非製造業は

同5.6ｐ上昇のマイナス43.1と運輸・サービス業でマイナス幅が拡大したものの、建設業と

卸・小売業で不足感が弱まったことから全体ではマイナス幅が縮小した。

（２）先行き
今後３カ月間の雇用人員を「過剰」とした割合は現状と同値の4.4％となり、「不足」も

現状と同値の40.6％となったことから、先行きの雇用人員ＢＳＩはマイナス36.2と現状と

図表４　雇用人員ＢＳＩの推移（全産業）
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注　１．「悪い」の割合は下方向に表示している 
２．現状判断の長期時系列（2004年４月調査以降）は10ページ参考１を参照

図表３　雇用人員ＢＳＩ
（「過剰」−「不足」・ポイント）

調査年月

産業（業種）

現　状　判　断 先行き

2024年
10月調査

25年
１月調査

今後
３カ月間

全 産 業 △� 40.0 △� 36.2 □ △� 36.2 −

製 造 業 △� 19.1 △� 21.6 ■ △� 19.6 □

非 製 造 業 △� 48.7 △� 43.1 □ △� 44.1 ■

建 設 業 △� 60.0 △� 30.8 □ △� 34.6 ■

卸 ・ 小 売 業 △� 48.3 △� 41.1 □ △� 46.4 ■

運輸・サービス業 △� 40.0 △� 59.3 ■ △� 48.1 □
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同程度の不足感が続くとみられる。

産業別では、製造業は同2.0ｐ上昇のマイナス19.6と不足感がやや弱まる見通しである。

一方、非製造業は同1.0ｐ低下のマイナス44.1と運輸・サービス業では二桁台の改善となる

ものの、建設業と卸・小売業で不足感が強まると見込まれる。

３．企業収益（売上高、経常利益）

（１）売上高
①　実　績

2024年10～12月期の売上高ＢＳＩ（「増加」−「減少」）は７～９月期（マイナス20.0）か

ら10.6ｐ上昇のマイナス9.4と３期連続のプラスとなった（図表５、６）。産業別では、製

造業はプラス1.9（前期比12.5ｐ上昇）と販売価格の上昇などを背景に大幅な改善となり、

５期（１年３カ月）ぶりにプラスに転じた。また、非製造業もマイナス14.7（同9.2ｐ上昇）

と３業種全てで改善の動きとなった。

②　先行き
25年１～３月期の売上高ＢＳＩはマイナス20.6と24年10～12月期を11.2ｐ下回ると予想

される。産業別では、製造業はマイナス9.8（同11.7ｐ低下）と再びマイナスに転じる見通

しである。また、非製造業もマイナス25.7（同11.0ｐ低下）と建設業は現状と同水準で推

移するものの、卸・小売業と運輸・サービス業で悪化するとみられる。

（２）経常利益
①　実　績

24年10～12月期の経常利益ＢＳＩ（「増加」−「減少」）はマイナス23.7となり、７～９月

期（マイナス31.8）からマイナス幅が8.1ｐ縮小した（図表５）。一方、同ＢＳＩは24年１

～３月期以降売上高ＢＳＩを下回って推移しており、引き続き両者の乖離幅は拡大してい

る（次ページ図表６）。後述するように、依然として原材料や仕入価格の上昇と人件費の

図表５　売上高、経常利益ＢＳＩ
（「増加」−「減少」・ポイント）

期

産業（業種）

売上高ＢＳＩ 経常利益ＢＳＩ
実　　　績 先行き 実　　　績 先行き

2024年
７〜９月期

24年
10〜12月期

25年
１〜３月期

2024年
７〜９月期

24年
10〜12月期

25年
１〜３月期

全 産 業 △� 20.0 △� 9.4 □ △� 20.6 ■ △� 31.8 △� 23.7 □ △� 33.1 ■

製 造 業 △� 10.6 1.9 □ △� 9.8 ■ △� 25.5 △� 3.9 □ △� 13.7 ■

非 製 造 業 △� 23.9 △� 14.7 □ △� 25.7 ■ △� 34.5 △� 33.0 □ △� 42.2 ■

建 設 業 △� 52.0 △� 50.0 □ △� 50.0 − △� 52.0 △� 46.1 □ △� 57.7 ■

卸 ・ 小 売 業 △� 24.2 △� 7.2 □ △� 17.8 ■ △� 32.7 △� 25.0 □ △� 37.5 ■

運輸・サービス業 0.0 3.7 □ △� 18.5 ■ △� 23.4 △� 37.1 ■ △� 37.1 −
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増加などが収益面の下押し圧力となっていることが窺われる。

産業別では、製造業はマイナス3.9（同21.6ｐ上昇）と大幅な改善の動きとなった。また、

非製造業もマイナス33.0（同1.5ｐ上昇）と運輸・サービス業で悪化したものの、建設業と卸・

小売業でマイナス幅が縮小したことから全体では改善の動きとなった。

②　先行き
25年１～３月期の経常利益ＢＳＩはマイナス33.1と24年10～12月期を9.4ｐ下回ると見込

まれる（前ページ図表５）。産業別では、製造業はマイナス13.7（同9.8ｐ低下）と悪化の

動きが予想される。また、非製造業もマイナス42.2（同9.2ｐ低下）となり、運輸・サービ

ス業は横ばいで推移するものの、建設業と卸・小売業で二桁台の悪化となる見通しである。

４．その他のＢＳＩ

その他のＢＳＩについては以下のとおり（図表７、次ページ図表８）。

図表７　製品・商品在庫、生産・営業用設備、資金繰りＢＳＩ
（ポイント）

調査年月

産業（業種）

製品・商品在庫ＢＳＩ「過剰」－「不足」 生産・営業用設備ＢＳＩ「過剰」－「不足」 資金繰りＢＳＩ「楽」－「苦しい」

現状判断 先行き 現状判断 先行き 現状判断 先行き

2024年
10月調査

25年
１月調査

今後
３カ月間

2024年
10月調査

25年
１月調査

今後
３カ月間

2024年
10月調査

25年
１月調査

今後
３カ月間

全 産 業 △� 3.4 △� 2.5 □ △� 3.4 ■ △� 8.2 △� 6.9 □ △� 4.4 □ △� 7.5 △� 7.5 − △�18.1 ■

製 造 業 2.1 2.0 ■ 4.0 □ △� 2.1 △� 7.8 ■ △� 3.9 □ △�10.6 △� 5.8 □ △�19.7 ■

非 製 造 業 △� 7.2 △� 5.9 □ △� 8.8 ■ △�10.6 △� 6.4 □ △� 4.5 □ △� 6.2 △� 8.2 ■ △�17.5 ■

建 設 業 − − − △� 4.0 0.0 □ 3.9 □ 12.0 0.0 ■ △�15.4 ■

卸 ・ 小 売 業 △� 8.6 △�10.8 ■ △�14.2 ■ △�13.8 △�10.7 □ △� 8.9 □ △� 5.1 △� 7.2 ■ △�14.3 ■

運輸・サービス業 0.0 16.7 □ 16.7 − △�10.0 △� 3.7 □ △� 3.7 − △�23.4 △�18.5 □ △�25.9 ■

注　製品・商品在庫ＢＳＩは在庫管理等がない企業は集計対象から除いている

図表６　売上高、経常利益ＢＳＩの推移（全産業）
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注　売上高、経常利益ＢＳＩの実績の長期時系列（2004年以降）は10ページ参考２を参照
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５．経営上の問題点

現在の経営上の問題点に

ついては、「原材料・仕入価

格の上昇」が最も高く66.3％

となり、次いで「人件費の

増加」が64.4％、「従業員の

確保難」が46.9％などとなっ

た（図表９）。「原材料・仕

入価格の上昇」と「人件費

の増加」がそれぞれ６割を

上回るなど突出しており、

コストの上昇が経営の重し

として顕著に表れていると

言えよう。

産業別にみると、製造業

は「原材料・仕入価格の上

昇」が74.5％で最も高くなり、

次いで「人件費の増加」が

64.7％、「従業員の確保難」と

「設備の不足・老朽化」がいずれも39.2％などとなった。「原材料・仕入価格の上昇」と「人

件費の上昇」が非製造業に比べて割合が高くなったほか、「設備の不足・老朽化」は前回調

査から二桁台の上昇となった。非製造業では「人件費の増加」が64.2％で最も高く、次いで「原

材料・仕入価格の上昇」が62.4％、「従業員の確保難」が50.5％などとなった。製造業に比

べて「従業員の確保難」の割合が高いものとなったほか、「競争の激化」にも回答が集まった。

図表８　製造費用・販管費、販売価格、仕入価格ＢＳＩ
（ポイント）

期

産業（業種）

製造費用・販管費ＢＳＩ「増加」－「減少」 販売価格ＢＳＩ「上昇」－「低下」 仕入価格ＢＳＩ「上昇」－「低下」

実　績 先行き 実　績 先行き 実　績 先行き

24年
７〜９月期

24年
10〜12月期

25年
１～３月期

24年
７〜９月期

24年
10〜12月期

25年
１～３月期

24年
７〜９月期

24年
10〜12月期

25年
１～３月期

全 産 業 31.2 42.5 □ 45.0 □ 43.1 48.8 □ 43.1 ■ 68.7 78.7 □ 73.7 ■

製 造 業 44.7 45.1 □ 51.0 □ 44.7 45.1 □ 45.1 − 72.3 76.5 □ 74.5 ■

非 製 造 業 25.7 41.3 □ 42.2 □ 42.5 50.4 □ 42.2 ■ 67.3 79.8 □ 73.4 ■

建 設 業 36.0 50.0 □ 53.9 □ 16.0 34.6 □ 30.8 ■ 88.0 92.3 □ 92.3 −

卸 ・ 小 売 業 20.7 46.5 □ 42.9 ■ 58.6 62.5 □ 57.2 ■ 68.9 80.3 □ 75.0 ■

運輸・サービス業 26.7 22.2 ■ 29.6 □ 33.3 40.7 □ 22.2 ■ 46.7 66.7 □ 51.9 ■

図表９　経営上の問題点（複数回答）
0 20 40 60 80%10 30 50 70

人件費の増加

従業員の確保難

原材料費・人件費以外の
経費の増加

競争の激化

設備の不足・老朽化

需要の停滞

取引先・消費者などの
ニーズの変化への対応

資金繰り難

原材料の不足・入手難

取引条件の悪化

事業資金の借入難

製品（加工）・請負・
販売単価の低下・上昇難

設備の過剰

その他

原材料・仕入価格
の上昇

■ 全産業　　■ 製造業　　■ 非製造業

74.574.5
62.462.4

66.366.3

64.764.7
64.264.2

64.464.4

39.239.2
50.550.5

46.946.9

37.337.3
37.637.6

37.537.5

23.523.5
41.341.3

35.635.6

39.239.2
33.033.0

35.035.0

37.337.3
32.132.1

33.833.8

19.619.6
28.428.4

25.625.6

9.89.8
12.812.8

11.911.9

15.715.7
7.37.3

10.010.0

0.00.0
5.55.5

3.83.8

2.02.0
4.64.6

3.83.8

3.93.9
2.82.8

3.13.1

0.00.0
1.81.8

1.31.3

3.93.9
5.55.5

5.05.0

6Research Report



６．新規採用の動向

本県の2024年12月の有効求人倍

率（季調値）は1.17倍と４カ月ぶ

りに前月比プラスとなったものの、

直近１年間の動きを見ると1.2倍付

近で小幅な動きが続いており、22

年、23年の水準を下回って推移し

ている（図表10）。また、本調査

の雇用人員ＢＳＩ（３ページ）の

現状判断は今回調査では２期ぶり

の改善となったものの、22年以降

は概ねマイナス30台で推移するな

ど企業の強い人手不足感が続いており、さらに、経営上の問題点（６ページ）では本調査

を設けた23年７月調査以降「従業員の確保難」が常に上位となっている。そこで、本県の

人員確保に向けた状況を探るため新規採用の動向についてアンケートを行った。

（１）新規採用の計画に対する実績
24年度の新規採用（中途採用含

む）の計画に対する実績について、

「計画どおり」とした割合が30.7 

％、「計画を上回る」は6.5％、「計

画を下回る」が33.3％となり、ま

た、「計画なし」は29.4％となった

（図表11）。
採用の計画があった企業では、

計画どおり、もしくはそれ以上の

人員を確保できた企業の割合が４

割近くとなった一方、計画を下回っ

た企業は３割超となった。また、

計画がなかった企業も約３割となり、計画に対する実績にはバラツキが見られる。

（２）新規採用の有無
25年度の新規採用（中途採用含む）について、採用者を「決定済」とした割合が23.7％（前

年調査比3.8ｐ減）、採用の「予定あり」は30.8％（同2.5ｐ減）、「予定なし」が21.2％（同3.0

ｐ減）となり、また、「未定」は24.4％（同9.4ｐ増）となった（次ページ図表12）。
「決定済」と「予定あり」を合わせた割合は54.5％（同6.3ｐ減）となり前向きな姿勢が見

図表11　新規採用の実績（中途採用を含む）

全産業

卸・小売業

運輸・サービス業

製造業

非製造業

建設業

0% 50% 100%

■ 計画どおり　　　　■ 計画を上回る
■ 計画を下回る　　　■ 計画なし

6.56.530.730.7 29.429.433.333.3

8.38.322.922.9 35.435.433.333.3

34.3 26.75.75.7 33.333.3

38.2 29.15.55.5 27.327.3

23.1 7.77.7 42.342.3 26.9

37.5 20.8

4.24.2

37.537.5

注　四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある

図表10　本県の有効求人倍率等（季調値）の推移

0

0.50

1.00

1.50

2.00

40

20

0

20

40
倍 千人

24年2221 232020

有効求人数
（右目盛）
有効求人数
（右目盛）

有効求人倍率有効求人倍率

有効求職者数
（右目盛）
有効求職者数
（右目盛）

注　有効求職者数は下方向に表示している
資料：厚生労働省
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られるものの、前述のように人手不足感は根強く、企業の採用意欲は底堅い一方、人員の

確保には苦慮している状況にあることが分かる。

産業別では「決定済」と「予定あり」の割合が製造業で低下したものの、非製造業では

上昇するなど差異が見られた。

（３）採用人員の増減
新規採用者を「決定済」または採用の「予定あり」とした企業における前年と比較した

採用人員の増減（予定含む）は、「増加する」が30.6％（同3.1ｐ減）、「変わらない」が50.6％

（同1.7ｐ増）、「減少する」が15.3％（同0.1ｐ増）、「未定」が3.5％（同1.3ｐ増）となった（図
表13）。

人員については前年調査とほぼ同水準となり、採用がある企業は前年並みもしくはそれ

以上の人員の確保を図る動きがみられる。

（４）採用人員の増減理由
採用人員が「増加する」とした理由は「恒常的な人員補充」が76.9％と最も多く、次いで「良

質な人材確保」が57.7％などとなった（以下、次ページ図表14）。「恒常的な人員補充」は

製造業では100.0％となるなど、強い人手不足感を背景に増員を図る動きが広がっている。

また、「事業拡大」は製造業の回答がなかったものの、非製造業では25.0％となり、今後の

事業展開などを見据えた増員の動きが窺われる。

一方、採用人員が「減少する」とした理由は「応募者がいない」が84.6％と前年と同様

図表12　新規採用の有無（中途採用を含む）
0 20 40 60 80 100%

2025
（156）

調査年
（回答企業数）

24
（153）

25
（50）

24
（54）

25
（106）

24年
（99）

23
（173）

22
（201）

21
（192）

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

■ 決定済　　■ 予定あり　　■ 予定なし　　■ 未定

23.723.7 30.830.8 21.221.2 24.424.4

28.928.9 32.932.9 23.723.7 14.514.5

27.527.5 33.333.3 24.224.2 15.015.0

25.929.429.4 33.333.3 11.411.4

26.626.026.0 35.435.4 12.012.0

22.018.018.0 26.026.0 34.034.0

33.331.531.5 22.222.2 13.013.0

26.426.4 34.934.9 18.918.9 19.819.8

25.325.3 33.333.3 16.216.225.325.3

54.5

60.8

61.8

55.2

52.6

40.0

64.8

61.3

58.6

注　四捨五入の関係で合計が一致しない、または、100％になら
ない場合がある

図表13　採用人員の増減（予定含む）
0 20 40 60 80 100%

2025
（85）

調査年
（回答企業数）

24
（92）

25
（20）

24
（35）

25
（65）

24年
（57）

23
（106）

22
（111）

21
（101）

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

■ 増加する　　■ 変わらない　　■ 減少する　　■ 未定

30.630.6 50.650.6 15.315.3

33.033.0 50.050.0 15.115.1

33.733.7 48.948.9 15.215.2

33.343.243.2 21.621.6

44.633.733.7 19.819.8

30.030.0 50.050.0 20.020.0

54.328.628.6 17.117.1

30.830.8 50.850.8 13.813.8

36.836.8 45.645.6 14.014.0

3.5

2.2

1.9

1.8

2.0

4.6

3.5

注　四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある
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に突出しており、前述したように

人員の確保に苦戦していることが

示されている。

（５）採用予定がない理由
新規採用の「予定なし」とした

理由は「人員が充足している」が

45.5％で最多となり、次いで「応

募者がいない」が27.3％となった。

また、「業況不振」が上昇し２割

を上回る回答を集めたほか、「自動

化・デジタル化」は一桁台ながら

前年から上昇し、ＩｏＴやロボッ

トなどを活用して省人化や省力化

を図る姿勢がみられる。

（６）今後の採用活動の見通し
25年度以降の採用活動の見通し

について、「非常に厳しい」とし

た割合が39.6％、「やや厳しい」は

36.9％、「どちらとも言えない」が

22.8％、「やや楽」は0.7％となった

（図表15）。「非常に厳しい」と「や

や厳しい」を合わせた割合は76.5％

となり、８割弱の企業が今後の採

用活動について厳しいと捉えてい

る結果となった。

産業別にみると、製造業は「非

常に厳しい」が39.1％で最も多く

なり、非製造業も「やや厳しい」

が４割超と最多となる中で、建設

業では「非常に厳しい」に６割の

回答が集まるなど、今後も多くの

企業で人員の確保が課題となる状

況が続くと見込まれる。

（コンサルタント　菊池　祐美）

図表14　�採用人員の増減理由、採用予定がない理由（複数回答）

区分、調査年

理　由

全産業 産業別

2024 25
25年

前　年
調査比 製造業 非製

造業

採
用
人
員
が
増
加
す
る
理
由

％ ％ ㌽ ％ ％
恒常的な人員補充 71.0 76.9 5.9 100.0 70.0
良質な人材確保 51.6 57.7 6.1 33.3 65.0
事業拡大 9.7 19.2 9.5 0.0 25.0
事業好転を見込んで 9.7 7.7 △2.0 0.0 10.0
業況好調 0.0 3.8 3.8 0.0 5.0
その他 9.7 7.7 △2.0 16.7 5.0

回答企業数（社） （31） （26） − （6） （20）

採
用
人
員
が
減
少
す
る
理
由

応募者がいない 71.4 84.6 13.2 75.0 88.9
人員が充足している 7.1 23.1 16.0 25.0 22.2
中高齢者の継続雇用 7.1 15.4 8.3 25.0 11.1
業況不振 7.1 0.0 △7.1 0.0 0.0
自動化・デジタル化 7.1 0.0 △7.1 0.0 0.0
事業縮小 7.1 0.0 △7.1 0.0 0.0
その他 0.0 7.7 7.7 25.0 0.0

回答企業数（社） （14） （13） − （4） （9）

採
用
予
定
が
な
い
理
由

人員が充足している 51.4 45.5 △5.9 38.5 50.0
応募者がいない 27.0 27.3 0.3 15.4 35.0
業況不振 16.2 21.2 5.0 15.4 25.0
中高齢者の継続雇用 24.3 18.2 △6.1 15.4 20.0
自動化・デジタル化 2.7 9.1 6.4 7.7 10.0
事業縮小 8.1 0.0 △8.1 0.0 0.0
その他 0.0 3.0 3.0 7.7 0.0

回答企業数（社） （37） （33） − （13） （20）

図表15　今後の採用活動の見通し

全産業

卸・小売業

運輸・サービス業

製造業

非製造業

建設業

0% 50% 100%

■ 非常に厳しい　　　　　　■ やや厳しい
■ どちらとも言えない　　　■ やや楽

36.936.939.639.6 22.822.8

28.328.339.139.1 32.632.6

39.8 40.840.8 18.418.4

35.8 45.345.3 18.918.9

60.0 8.08.032.032.0

28.0 40.040.0 28.028.0

0.7

1.0

4.0

注　「非常に楽」の選択肢には回答がなかった
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泫　2004年１～３月期から24年10～12月期までの実績

泫　１．2004年１～３月期から24年10～12月期までの実績
２．製造費用・販管費ＢＳＩは同ＢＳＩを調査項目に含めた15年10～12月期からの実績

参考１　業況判断、雇用人員ＢＳＩの推移（全産業、現状判断）

泫　2004年４月調査から25年１月調査までの現状判断

参考２　売上高、経常利益ＢＳＩの推移（全産業、実績）

参考３　製造費用・販管費、販売価格、仕入価格ＢＳＩの推移（全産業、実績）

経常利益経常利益

売上高売上高

販売価格販売価格

仕入価格仕入価格 製造費用・販管費製造費用・販管費

雇用人員雇用人員

業況判断業況判断
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